
２．「国際ハブ港湾政策」の背景と政策形成後の動向
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図表2-1　わが国の貿易の概況１　

【世界の貿易額と
　　わが国のシェアの推移】

【わが国の貿易に占める
　　　　　　　　　　海上貿易ｼｪｱの推移】
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出典：国土交通省港湾局監修「数字でみる港湾2001」、総務庁統計
　　　　局編「日本統計年鑑（平成１３年）10-18　品目別外航貨物輸
　　　　送量」より作成
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注 ：図中の数値（％）は、重量及び金額に関する海運のｼｪｱを示す。
　注 1：世界全体の貿易額は輸出額（FOB価格）を示す。
　　 2：日本のｼｪｱは、輸出についてはFOB、輸入についてはCIF　
　　　　 価格より算定した。2
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図表2-2　わが国の貿易概況２　
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　　　　主要国別わが国の輸出額・輸入額」より作成
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２．「国際ハブ港湾政策」の背景と政策形成後の動向（必要性評価）－（１）「国際ハブ港湾」をめぐる動向
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【わが国の貿易概況】

（１９９９年実績より）

・（急 増 す る 輸 入 製 品 の 割 合 ）

暮 ら し の 中 に 広 が る 輸 入 製 品【代表的な品目における輸入製品の割合】

（千ﾄﾝ）

出典：国土交通省港湾局「新世紀港湾ﾋﾞｼﾞｮﾝ（2000.6）」より作成
注：貨物量は、国土交通省港湾局「平成10年度全国輸出入ｺﾝﾃﾅ

流動調査」の調査期間（1ヶ月）の量である。
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出典：国土交通省作成

○暮らし系貨物の例
　食料品、石鹸、電算機、
　電気機器、時計、皮革製
　品、雑製品　等

○生産系貨物の例
　繊維原料、金属原料、鉱
　物、科学製品、原動機、

　航空機、鉄鋼　等

【輸入コンテナ貨物の品目の変化】【わが国の地域別輸出入額（比率）の推移】

注：「その他」は、南アメリカ、アフリカ、オセアニアを示す。



【世界の海上コンテナ輸送の動向】
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注：北米からアジアに向かう航路における積卸港別海上コンテナ貨物量を示す。

出典：日本海事広報協会「日本海運の現況（平成11年版）」より作成

注 1：実数は国際海上ｺﾝﾃﾅの輸送量（TEU）を示す。
　 2：（　）内は、世界全体の輸送量に対するｼｪｱを示す。
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【アジア～北米間の積地別海上ｺﾝﾃﾅ貨物量の推移（輸出） 】

注：アジアから北米に向かう航路における積込港別海上コンテナ貨物量を示す。

図表2-3　世界の海上コンテナ輸送に係る荷動きの変化

【アジア～北米間の卸地別海上コンテナ貿易量の推移（輸入） 】

【アジア・欧州・北米間の海上ｺﾝﾃﾅ輸送に係る荷動き量の変化】

２．「国際ハブ港湾政策」の背景と政策形成後の動向（必要性評価）－（１）「国際ハブ港湾」をめぐる動向





出典：CONTAINERISATION　INTERNATIONAL　YEARBOOK１991，1996、2001より作成　　　

図表2-5　アジアの主要港における国際海上コンテナ貨物取扱量の推移
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図表2-6　わが国港湾のフィーダーポート化の影響

【完全フィーダーポート化時の影響】
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【フィーダーポート化のイメージ】

出典：国土交通省作成 7

【「国際ハブ港湾政策」形成の背景】

２．「国際ハブ港湾政策」の背景と政策形成後の動向（必要性評価）－（2）「国際ハブ港湾政策」形成の背景





出典：Drewry Shipping onsultants,Containerisation,International 
　　　Yearbook2001,OCDI資料より作成

注1：「メガオペレータ」とは世界のコンテナターミナルにおける大手ターミナ
　　　ルオペレータ企業をいい、「Famous　Five」とはそのうち取扱量上位5　
　　　社をいう。
　　

【世界の海上コンテナ市場の再編】
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出典：国土交通省作成
　注：メガオペレーターのFamous Fiveに、世界最大の船社であるMaersk 

Sealand社を加えた6社を対象に作成した。

【メガオペレーターの拠点の配置】 【メガオペレータによる海上コンテナ取扱量のシェア2000】

２．「国際ハブ港湾政策」の背景と政策形成後の動向（必要性評価）－（3）「国際ハブ港湾政策」形成後の主な動向

図表2-8　メガオペレータの台頭
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図表2-9　コンテナ船の大型化の推移と今後の動向
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出典： 池田良穂「１万TEU超大型コンテナ船の試設計事例（2001.6.12　超大型コンテナ船シンポジウム資料）」より作成

注：2002年の数値は発注計画にもとづくものであり、2005年については推定値を示す。
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【急速なコンテナ船の大型化】
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